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第２章 防災組織 

 

第１節 町防災会議 

 

町防災会議は、町長を会長とし、町防災会議条例第３条第５項に定める者を委員として組織するもので

あり、本町における防災に関する基本方針及び計画を作成し、その実施の推進を図るとともに災害情報の

収集等を任務とするもので、その組織及び運営の概要は次のとおりである。 

 

第１ 町防災会議組織図 

学識経験者

奈井江町連合区長

北町連合区自主防災組織

日本郵便(株)奈井江郵便局長

奈井江町商工会会長

新砂川農業協同組合奈井江支所長

指定地方公共機関 奈井江医歯会長

奈井江町議会議長

自主防災組織を構成するもの又は

砂川地区広域消防組合の団員 砂川地区広域消防組合奈井江消防団長

東日本電信電話㈱北海道事業部　災害対策室長

北海道旅客鉄道(株)砂川駅長
指定公共機関

北海道電力㈱送配電カンパニー

滝川ネットワークセンター所長

会　長
奈井江町長

町長部局の職員 副町長

教育委員会の職員 教育長

砂川地区広域消防組合の署員 砂川地区広域消防組合奈井江・浦臼統合支署長

空知総合振興局地域創生部主幹

北海道知事の部内の職員 空知総合振興局札幌建設管理部滝川出張所長

空知総合振興局保健環境部滝川地域保健室長

北海道警察の警察官 札幌方面砂川警察署長

札幌開発建設部滝川河川事務所長
指定地方行政機関の職員

札幌開発建設部岩見沢道路事務所長

自衛隊 陸上自衛隊滝川駐屯地第１０即応機動連隊長兼駐屯地司令

 

第２ 運 営 

防災会議の運営は、奈井江町防災会議条例及び奈井江町防災会議運営規程の定めるところによる。 
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第２節 奈井江町災害対策本部 

 

町長は、町の区域内に災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、防災活動を推進

するため必要があると認めるときは、基本法第 23 条の２の規定に基づき災害対策本部を設置するものとす

る。 

 

第１ 組織及び所掌事務 

災害対策本部の組織及び所掌事務は、別表１及び別表２のとおりとする。 

 

第２ 本部の設置場所 

  災害対策本部は、原則として災害対策拠点施設である町役場庁舎内に設置する。 

 

第３ 本部の設置基準等 

１ 本部の設置基準 

町長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、次の各号のいずれかに該当し必

要と認めるときは、災害対策本部を設置し、災害応急対策を実施する。 

町は、災害情報を一元的に把握し、共有することができる体制の整備を図り、適切な対応がとれる

ように努めるとともに、災害対策本部の機能の充実･強化に努めるものとする。 

(1)  暴風、暴風雪、大雨、大雪、洪水その他気象業務法（昭和 27 年法律第 165 号）に基づく警報が発

表され、災害が発生したとき、又は発生するおそれのあるとき。 

(2)  町内に震度５弱以上の地震が発生したとき、若しくは地震による大規模な被害が発生したとき、

又は発生するおそれがあるとき。 

(3)  大規模な災害が発生するおそれがあり、その対策を要するとき。 

(4)  災害が発生し、その規模及び範囲から特に総合的な対策を要するとき。 

２ 本部の設置 

本部を設置したときは、直ちに全職員に庁内放送及び電話等で周知する。 

３ 本部の廃止 

町長は、予想される災害の危険が解消したとき、又は災害発生後における災害応急措置が完了した

ときは、本部を廃止する。 

４ 本部の設置又は解散の通知公表 

本部を設置又は廃止したときは、関係機関（指定地方行政機関、指定公共機関、警察署、消防機関

等）に対して通知することとし、住民に対しては電話、広報、文書、その他の方法により周知する。 

 

第４ 本部員会議 

本部員会議は、本部長、副本部長、及び本部員で構成し、災害対策の基本的な事項について協議する

ものとする。 

１ 本部員会議の協議事項 

(1)  本部の配備体制の変更及び解除に関すること。 

(2)  災害情報及び災害状況の分析とそれに伴う対策活動の基本方針に関すること。 
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(3)  自衛隊等関係機関に対する応援の要請及び救助法適用の申請に関すること。 

(4)  その他災害対策に関する重要な事項。 

２ 本部員会議の開催 

(1)  本部員会議は、本部長が必要に応じ招集する。 

(2)  本部員は、それぞれの所管事項について必要な資料を提出しなければならない。 

(3)  本部員は、必要に応じ所要の職員を伴って会議に出席することができる。 

(4)  本部員は、会議の招集が必要であると認めるときは、総務対策部長にその旨を申し出るものとす

る。 

 

第５ 標識 

１ 本部の標識 

本部を設置したときは、標識（別図１）を役場正面玄関前に掲示するものとする。 

２ 本部職員の腕章 

災害対策に従事する本部職員が、災害時において、非常活動に従事するときは、腕章（別図２） 

を着用するものとする。 

３ 本部自動車の標識 

災害時において非常活動に使用する本部の自動車には、標識（別図３）をつけるものとする。 

 

第６ 現地災害対策本部 

本部長は、災害の規模、状況等に応じ、災害地において本部の事務の一部を行う組織として、現地災

害対策本部を設置することができる。 

１ 組織等 

ア 組織 

現地災害対策本部の組織は、次のとおりとする。 

現地災害対策本部組織図 

 

教育対策部

本部長 副本部長 総務対策部

民生対策部

産業対策部

建設・環境対策部

 

 

 イ 現地災害対策本部の設置又は解散の通知公表 

現地災害対策本部を設置又は廃止したときは、直ちに本部員、関係機関（指定地方行政機関、指

定公共機関、警察署、消防機関等）に対して通知することとし、住民に対しては電話、広報、文書、

その他の方法により周知する。 

 

第７ 町長の職務の代理 

災害応急対策に係る町長の職務に関して、町長に事故あるときは、副町長がその職務を代理する。 
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別図１（第５関係）             別図２（第５関係） 

 

              

 

 

 

 

別図３（第５関係） 
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別表１ 組織図 

 災害対策本部 

本部長 副本部長  総務係

（町長） （副町長）  管財情報係

（教育長）  防災交通係

町長

副町長 企画財政課長  政策推進係

教育長  広報協働係

総務課長 議会事務局長  財政係

企画財政課長  庶務係

会計課長

町民生活課長

保健福祉課長

産業観光課長 町民生活課長  戸籍係

建設環境課長 　避難対策 保健福祉課長  医療保険係

　　・救護班 　会計課長  税務係

議会事務局長 町立国保病院  福祉係

　　　　事務長  介護支援係

 健康づくり係

 子育て支援係

 認定こども園

 収納係

 会計係

 地域医療係

 農政係

 商工観光係

 農地振興係

 土木管理係

 都市環境係

 建築公住係

教育支援係

文化振興係
教育対策部 教育委員会事務局長 教育班 教育委員会事務局長

産業対策部 産業観光課長 農政・商工班 産業観光課長

建設・環境対策部 建設環境課長 建設・環境班 建設環境課長

民生対策部 保健福祉課長

教育委員会事務局長

町立国保病院事務長

本部員会議 総務対策部 　総務課長 総務班 　総務課長

広報・財務班
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別表２ 所掌事務 

  災害対策本部の各班の業務分担は、次のとおりとする。 

部 班 所   掌   事   項 

総

務

対

策

部 

総

務  

班 

１ 災害対策の総括に関すること。 

２ 災害対策本部の設置、配備体制及び廃止並びに周知に関すること。 

３ 防災会議に関すること。 

４ 防災会議その他関係機関との連絡調整に関すること。 

５ 災害関係の特別警報・警報・注意報及び情報（以下「防災気象情報」という。）

の収集及び伝達に関すること。 

６ 防災関係機関及び支援活動団体との連絡調整に関すること。 

７ 災害時の非常通信計画の作成及び実施に関すること。 

８ 被害状況及び措置概要の取りまとめ並びに報告に関すること。 

９ 北海道知事への災害報告に関すること。 

10 災害救助法の適用業務に関すること。 

11 本部記録に関すること。 

12 自衛隊の派遣要請に関すること。 

13 出動本部職員の把握及び各班の応援配置に関すること。 

14 災害時の輸送計画並びに車両の運行実施に関すること。 

15 町有車両の運行管理に関すること。 

16 応急対策及び復旧の資材、人員、食糧等の確保及び輸送に関すること。 

17 一般的被害（人的被害、住宅被害、非住宅被害）の調査に関すること。 

18 災害状況の公表に関すること。 

19 避難の勧告又は指示の発令に関すること。 

20 災害見舞者及び視察者等に対する応対に関すること。 

21 災害復旧と総合計画に関すること。 

22 災害時における防犯・交通安全に関すること。 

23 各部、部内との連絡調整に関すること。 

24 町有財産の被害調査、応急対策及び復旧対策に関すること。 

広

報 

・ 

財

務

班 

１ 災害対策の予算措置に関すること。 

２ 災害補償に関すること。 

３ 災害応急対策及び復旧に要する資金計画に関すること。 

４ 総合的な災害記録の作成及び災害調査統計に関すること。 

５ 住民に対する災害情報の広報に関すること。 

６ 報道機関との連絡に関すること。 

７ 災害報道記事及び災害写真の撮影・収集に関すること。 

８ 国、道及び関係機関に対する陳情、要望及び資料調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 住民の避難誘導に関すること。（警察、消防機関と協力実施） 

２ 避難者の収容及び避難所運営管理並びに連絡調整に関すること。 

(1) 収容者の把握及び名簿の作成 

 (2) 諸記録の作成 

 (3) 食物及び生活物資の運搬、配布等援護事務 

 (4) 施設の防火、秩序の維持及び環境整備 

３ 被災者の救助計画及び実施に関すること。 

４ 炊き出し及び食品等の供給に関すること。 
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民

生

対

策

部 

避

難

対

策 

・ 

救

護

班 

５ 被災者の生活援護及び生活必需品と供給に関すること。 

６ 住民組織との連絡調整に関すること。 

７ 日赤救助機関との連絡調整に関すること。 

８ 救援物資、義援金等の受付及び配分に関すること。 

９ 園児等の避難誘導及び災害時の認定こども園の管理運営に関すること。 

10 障がい者、老人等の避難誘導に関すること。  

11 福祉施設利用者の避難誘導に関すること。  

12 福祉施設の被害調査及び復旧対策に関すること。 

13 被災者の町税減免に関すること。 

14 罹災台帳の作成及び罹災証明に関すること。 

15 所管医療施設の被害調査及び応急対策等に関すること。 

16 医療部の編成及び巡回診療に関すること。 

17 応急救護所の設置及び被災者の応急医療に関すること。 

18 医療対策本部の設置における医療部隊の編成及び運営に関すること。 

19 医療施設の警防及び災害復旧対策に関すること。 

20 医療部隊の出動等、医療活動を実施した際の｢緊急医療活動報告書｣の作成に関

すること。 

21 その他医療活動の実施に伴う事務に関すること。 

22 被災者の健康管理指導に関すること。 

23 医療機関との連絡調整に関すること。 

24 緊急薬品その他衛生資材の供給確保に関すること。 

25 災害時の医療及び助産関係の連絡調整に関すること。   

26 災害関係費の出納に関すること。 

27 義援金品等の出納保管に関すること 

 

建

設 

・ 

環

境

対

策

部 

建

設 

・ 

環

境

班 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 道路、橋梁、河川、その他土木関係の被害調査及び応急対策、普及対策に関す

ること。 

２ 交通不能箇所の調査及び運行に関すること。 

３ 除雪に関すること。 

４ 障害物の除去に関すること。 

５ 災害応急資材の確保、輸送及び配分に関すること。 

６ 関係河川の水位雨量の情報収集に関すること。 

７ 水防施設及び危険水防区域等の巡視警戒に関すること。 

８ 水防活動に関すること。 

９ 内水排除活動に関すること。 

10 災害時における土木建設用機械等の確保及び運用に関すること。 

11 道路の通行禁止及び制限措置等の総合調整に関すること。 

12 一般住宅及び公的施設の被害調査、応急対策に関すること。 

13 避難収容施設及び救護所等の応急修理に関すること。 

14 災害時の建設用資材の確保、供給に関すること。 

15 被害住宅復興資金に関すること。 

16 被災地の住宅建築指導に関すること。 

17 応急仮設住宅の建設に関すること。 

18 災害住宅融資の斡旋に関すること。 

19 被災宅地安全対策に関すること。 

20 災害時における都市計画事業の立案及び実施に関すること。 

21 公園施設、街路樹等の被害調査及び復旧に関すること。 
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22 被災地における飲料水の確保及び供給に関すること。 

23 中空知広域水道企業団との連絡調整に関すること。 

24 下水道施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 

25 災害時の廃棄物処理等計画の作成及び実施に関すること。 

26 防疫、環境衛生保持に関すること。 

27 死体の埋葬に関すること。 

28 被災地の死亡獣畜等の処理に関すること。 

29 災害時の公害発生予防及び応急措置に関すること。 

30 衛生関係施設の被害調査に関すること。 

31 罹災証明書における被害状況の調査に関すること。 

産

業

対

策

部 

農

政 

・ 

商

工

班 

１ 農業施設及び農作物等の被害調査に関すること。 

２ 農業被害に関する応急措置及び災害復旧対策に関すること。 

３ 被災農家等の調査・救護及び経営指導に関すること。 

４ 農業関係機関等との連絡調整に関すること。 

５ 畜産施設、家畜等の被害調査及び応急対策、復旧対策に関すること。 

６ 農、畜産物の防疫及び衛生に関すること。 

７ 農業用資材及び家畜飼料の確保・配分に関すること。  

８ 家畜の防疫及び衛生に関すること。 

９ 林業施設及び林産物の被害調査応急対策に関すること。 

10 林業被害の災害復旧対策に関すること。 

11 町有林の被害調査及び災害対策に関すること。 

12 森林関係機関との連絡調整に関すること。 

13 被災林野の病害虫等の防疫に関すること。 

14 林野火災に関すること。 

15 土地改良施設の被害調査及び災害復旧対策に関すること。 

16 排水機場の管理運転に関すること。 

17 その他農林業災害に関し、各部に属さないこと。 

18 商工業者の被害調査及び復旧対策に関すること。 

19 観光施設の被害状況調査及び復旧対策に関すること。  

20 災害時の消費物資の確保及び安定供給に関すること。  

21 労務相談及び失業対策に関すること。  

教

育

対

策

部 

教

育

班 

１ 文教施設の被害状況調査及び復旧対策に関すること。 

２ 災害時の応急教育に関すること。 

３ 災害時における児童・生徒の避難誘導に関すること。 

４ 被災児童・生徒に対する学用品・教科書等の供給に関すること。 

５ 災害時の学校経営指導に関すること。 

６ 災害時における学校給食の確保に関すること。 

７ 社会教育施設の被害調査及び復旧対策に関すること。 

８ 文化財の保護及び応急対策に関すること。 

９ 社会教育施設の応急利用に関すること。 

10 災害活動に協力する女性団体等との連絡調整に関すること。 
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第３節 本部の配備体制 

 

第１ 配備体制 

本部は、被害を最小限度に防止するため迅速かつ強力な非常配備体制をとるものとする。ただし、本

部が設置されない場合であっても町長が必要と認めたときは、非常配備体制をとることがあるものとす

る。 

種

別 
配備の時期 配備の内容 任務 配備要員 

第
１
非
常
配
備
（
準
備
） 

１ 気象業務法に基づく気象に関

する防災気象情報が発表され、

災害の発生が予想されるとき。 

２ 町内に震度４の地震が発生し

たとき。 

３ その他本部長が必要があると

認めるとき。 

１ 情報連絡のため総務課

（防災交通係）が当たる。 

２ 情報連絡のため各課長

等をもって当たるもの

で、状況により次の配備

体制に円滑に移行できる

体制とする。 

１ 情報の収集 

２ 関係機関と

の連絡 

各課長及び

総務課・建

設環境課・

産業観光課

の係長以上

の職員、防

災担当職員 

第
２
非
常
配
備
（
警
戒
） 

１ 局地的な災害の発生が予想さ

れるとき又は災害が発生したと

き。 

２ 町内に震度５弱又は５強の地

震が発生したとき。 

３ その他本部長が非常配備を指

令したとき。 

災害応急対策に関係のあ

る各班の所要人員をもって

当たるもので、災害の発生

とともに直ちに非常活動が

開始できる体制とする。 

１ 情報の収集 

２ 関係機関と

の連絡 

３ 応急措置の

実施 

各係長以上

の職員、防

災担当職員 

 

第
３
非
常
配
備
（
出
動
） 

１ 広域にわたる災害の発生が予

想される場合若しくは被害が甚

大であると予想される場合にお

いて、本部長が当該非常配備を

指令したとき。 

２ 町内に震度６弱以上の地震が

発生したとき。 

３ 予想されない重大な災害が発

生したとき。 

４ 気象特別警報が発表されたと

き。 

５ その他本部長が必要があると

認めるとき。 

本部全員をもって当たる

もので、状況によりそれぞ

れの応急活動ができる体制

とする。 

災害業務全般

の実施 

全職員 

備考 災害の規模及び特性に応じ、上記基準によりがたいと認める場合においては、臨機応変の配備体

制を整えるものとする。 
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第２ 本部各部の配備要請 

１ 動員（召集）の方法 

(1)  総務対策部は、本部長の非常配備決定に基づき各部員及び各部長に対し、本部の設置及び非常配

備の規模、種別を通知するものとする。 

(2)  前号の規定による通知を受けた各部長は、配備要員に対し当該通知の内容を周知するものとする。 

(3)  各部長より通知を受けた配備要員は、直ちに所定の配備につくものとする。 

(4)  各部においては、あらかじめ部内の動員（招集）系統を確立しておくものとする。 

(5)  本部が設置されない場合における職員の動員（招集）は、本計画の定めに準じて行うものとする。 

 

第３ 非常配備体制の活動要領 

１ 本部の活動の開始及び終了 

(1)  活動の開始 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合など本部の設置基準により本部が設置されたとき、 

本部はその一部又は全部が活動を開始する。 

(2)  活動の終了 

本部長は、予想された災害の危機が解消したと認められるとき、又は災害発生後における応急措

置がおおむね完了したと認めるときは、本部の活動を終了し本部を解散するものとする。 

２ 非常配備体制下の活動 

(1)  第１非常配備体制下の活動 

第１非常配備体制下における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。 

ア 総務対策部長は、札幌管区気象台その他関係機関と連絡をとり、気象情報の収受、伝達等を行

う。 

イ 総務対策部長は、雨量、水位等に関する情報を関係機関から収集する。 

ウ 関係各部長は、総務対策部からの情報又は連絡に即応し、情勢に対応する措置を検討するとと

もに随時待機職員に必要な指示を行うものとする。 

エ 第１非常配備につく職員の人数は、状況により各部長において増減するものとする。 

(2)  第２非常配備体制下の活動 

第２非常配備体制下の活動における活動の要点は、おおむね次のとおりとする。 

ア 本部の機能を円滑にするため、必要に応じて本部員会議及び部長会議を開催する。 

イ 各部長は、情報の収集及び伝達体制を強化する。 

ウ 総務対策部長は、関係部長及び防災会議構成機関と連携を密にして客観的に情勢を判断すると

ともに、その状況を本部長に報告するものとする。 

エ 各部長は、次の措置を講じ、その状況を本部長に報告するものとする。 

(ｱ)  事態の重要性を部員に徹底させ、所要の人員を非常業務につかせること。 

(ｲ)  装備、物資、資器材、設備、機械等を点検し、必要に応じて被災現地（被災予想地）へ配置

すること。 

(ｳ)  関係部及び災害対策に関係のある外部機関との連絡を密にし、活動体制を整備すること。 

(3)  第３非常配備体制下の活動 

第３非常配備体制が指令された後は、各部長は災害対策活動に全力を集中するとともに、その活
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動状況を随時本部長に報告するものとする。 

３ 休日・夜間の連絡体制の確保 

    災害時には、初動時の対応が最も重要であることから、町職員及び関係機関は、休日、夜間におい

ても迅速に初動体制がとれるよう連絡体制を整備する。 

    また、通信の途絶等により職員との連絡がとれない場合を想定した自主参集などについても、連絡

体制の中に定めておくことが望ましい。 

４ 本部連絡員及び本部情報収集責任者 

本部長は、必要に応じ情報の収集及び連絡事項の伝達を円滑にするため、本部連絡員及び本部情報

収集責任者を置くものとする。 

(1)  本部連絡員 

ア 総務対策部長が必要と認めたときは本部連絡員を置く。 

イ 本部連絡員は、各部の災害に関する情報及び応急対策の状況を取りまとめて本部に報告すると

ともに、本部からの連絡事項を各部に伝達するものとする。 

(2)  本部情報収集責任者 

ア 災害対策本部の設置と同時に本部情報収集責任者を置く。 

イ 本部情報収集責任者は、総務対策部職員のうちから総務対策部長が指名するものをもって充て 

る。 

ウ 本部情報収集責任者は、災害情報の収集及び本部からの連絡事項の伝達に当たるものとする。 

 

第４ 本部を設置しない場合の準用 

町長は、本部の設置に至らない小規模災害等で、次の各号のいずれかに該当するときは、本節第１か

ら第３までの規定を準用して、災害対策を実施するものとする。 

１ 風雨、風雪、大雨、大雪等の注意報等が発令され、気象の推移により災害対策を必要とするとき。 

２ 局地的に比較的軽微な災害が発生し、災害対策を必要とするとき。 

３ 本部の設置前又は本部の廃止後において、なお災害対策を必要とするとき。（町長が招集する対策会

議は、本部が設置された場合の本部員会議に準じて対策を行う。） 
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第４節 動員計画 

本部設置時における町職員、消防職員及び消防団員の動員に関する事項は、この計画に定める。 

 

第１ 動員の配備、伝達系統及び方法 

 １ 平常執務時の伝達系統及び方法 

   災害対策本部の設置基準に基づき、災害対策本部が設置された場合、本部長に指示により、総務 

対策部長は各部長に対し、庁内放送、電話等により第１非常配備又は第２非常配備を指令するほか、 

緊急事態に備えて全職員を待機させる、第３非常配備を指令するものとする。 

 

   

班員

副本部長

本部長 総務対策部長 各部長 班長

 

 ２ 休日又は退庁後の伝達系統 

   ア 各班員への連絡 

    各班長は、所属職員の住所及び連絡方法を把握しておき、通報を受理後、直ちに関係職員の登 

庁、出動の指示伝達ができるよう措置しておくものとする。 

   イ 日直者及び夜間警備員による非常伝達 

    日直者及び夜間警備員は、次に掲げる情報を察知したときは、総務対策部長に連絡して指示を仰

ぎ、必要に応じて関係部長及び職員に通知するものとする。 

   （1）災害発生のおそれのある気象情報等を関係機関から通報され、又は覚知し、緊急措置を実施す

る必要があると認められるとき。 

(2)  災害発生のおそれがある異常現象の通報があったとき。 

(3)  災害が発生し、緊急に応急措置を実施する必要があると認められているとき。 

    (4) 地震が発生した場合。 

   
各関係部長 関係職員

日直者及び

夜間警備員
総務対策

部長
副本部長 本部長

 

 

第２ 職員の非常登庁 

 １ 職員は、勤務時間外、休日等に災害が発生したとき、又は発生のおそれがある情報を覚知したとき

は、災害の状況により所属長と連絡のうえ、又は自らの判断により登庁するものとする。 

 ２ 職員の非常登庁を要する事態が発生した場合、各部長及び各班長は、速やかに職員の参集状況を把

握し、総務対策部総務班へ報告するものとする。 

３ 災害が発生し職員が非常登庁する際は、登庁経路における被害の状況等を確認し、被害の状況を各

班長に報告するものとする。 

また、報告を受けた班長は、被害の状況を各関係部長に連絡するとともに総務対策部長へ報告する 

ものとする。 
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第３ 配備体制の確立の報告 

   各部長は、本部長の指示に基づく配備体制を整えたときは、直ちに総務対策部長を通じて本部長に

報告するものとする。 

 

第４ 各部別の動員要請 

   災害時の状況及び応急措置の推移により、本部長は、必要に応じて各部の所属する部員を他の部に

応援させるものとする。また、災害の状況により応援を必要とする部にあっては、総務対策部長を通

じて本部長に申し出て必要人数の応援を受けるものとする。 

 

 

第５ 消防機関等に対する伝達 

   本部が設置された場合、その配備体制についての消防機関及び消防団への伝達は、次により行う 

    
消防団長 分団長

総務対策部長
砂 川 地 区 広 域 消 防

組 合 消 防 長

砂 川 地 区 広 域 消 防 組 合

奈 井 江 ･ 浦 臼 支 署 長

 

 

第６ 住民等の緊急従事に対する伝達 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部長 総務対策部長 地域住民
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第５節  住民組織等への協力要請 

 

第１ 住民組織等への協力要請 

町長は、災害応急対策を迅速かつ的確に実施するため、特に必要と認めるときは、次の各住民組織等

に対し協力を求めるものとする。 

 

第２ 協力要請先 

奈井江町連合区の連絡先とする。連合区の連絡先は、毎年改定となるため、奈井江町役場企画財政課

広報協働係に備え付けておくものとする。 

 

第３ 協力要請事項 

１ 災害時における住民の避難誘導、救出並びに被災者の保護に関すること。 

２ 緊急避難のための一時避難場所及び被災者の収容のための避難所の管理運営に関すること。 

３ 災害地の公共施設等の保全に関すること。 

４ 災害情報の収集及び本部への連絡に関すること。 

５ 災害情報等の地域住民に対する広報に関すること。 

６ 避難所内で炊き出し及び被災者の世話に関すること。 

７ 災害箇所の応急措置に関すること。 

８ 本部が行う人員、物資等の輸送に関すること。 

９ その他救助活動に必要な事項で本部長が協力を求めたもの。 

 

第４ 住民に対する伝達方法 

  災害情報等を住民に伝達する場合は、広報車及び消防自動車等により周知徹底すると同時に地区情報

連絡員が行うものとする。 

 

第５ 地区情報連絡員 

気象警報及び災害情報の収集伝達のため、各地区連合区長をもって地区情報連絡員に充てる。 


